ワールド航空サービスに雇調金3.9億円返還請求

東京労働局、不正受給を確認、既に全額返還

　厚生労働省東京労働局は9月9日、ワールド航空サービスの雇用調整助成金の不正受給について、3億9357万3300円を不正に受給したことを確認したと公表した。
これを受けて、同社はホームページ上に「雇用調整助成金不正受給問題に係るご報告」と題する文書を掲載。令和2年7月22日以降の支給決定の取り消しを受けるとともに、受領済みの雇用調整助成金の全額を既に返還した。
東京労働局は同社に対して、今年7月8日に支給決定を取り消した。内容は「出勤しているにもかかわらず、休業したとする虚偽の申請書類を作成し、雇用調整助成金を不正に受給した」ことによるもの。
ワールド航空サービスは「かかる措置は当社にとって極めて厳しいものであるが、昨年11月30日付で特別調査委員会から指摘のあった通り、当社において一部不適切な申請を行っていた事態等に鑑み、先般、返還請求のあった全額を東京労働局に返還した」とした。
ただ、第三者による特別調査委員会は事実に反する申請に基づく雇用調整助成金が概ね1億7750万4000万円に上るとする推認した。3億9357万3300円との齟齬については、「東京労働局において、令和2年7月27日決定分につき雇用関係助成金支給要領上の『不正受給』との評価がなされ、それ以降の全ての受給分の返還請求がなされたことによるものと理解している」と受け止めた。
既決定分取消、雇用関係助成金 5年間不支給

厚生労働省は雇用調整助成金の不正受給の対応を厳格化しており、７月支給決定分の助成金に不正があったため、雇用調整助成金だけでなく、他の雇用関係助成金も5年間の不支給措置となり、それ以降の既決定分も一律に取消しとなる。
同社は特別調査委員会の昨年11月30日付調査報告書の提出を受けて、経営陣の刷新、組織、労務管理体制の大幅な変更を実施。「厳しい業務環境が続く中も、全社一丸となって、社業の立て直し、旅行業界への貢献に懸命に取り組んいる」とした。
同社は雇用調整助成金の返還後も、財務基盤については全く問題ないことを強調するとともに、今回のことで、関係各位に大変な迷惑、心配を掛けたことを陳謝した。
同社は雇用調整助成金の受給問題に関する調査委員会の最終報告を受けて、　　4月1日付で、代表取締役社長に澤邉宏氏が就任した。菊間潤吾代表取締役会長は取締役相談役に、松本佳晴代表取締役社長は特別顧問に就任した。
また、同社は4月1日付で組織改正を実施し、ワールド航空サービスの伝統を継承するとともに抜本的な変革に取り組む「事業構造改革推進部」を新設。さらに、同社ツアーのブランド価値向上をめざし、編集部を「コーポレートブランディング部」に変更し、機能の拡充を図っている。
